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自治体における環境マネジメントシステムと構築のポイント 

環境自治体会議環境政策研究所 総括研究主幹 中口毅博 

環境マネジメントとは 

－環境マネジメントの概念 

環境行政において 1970 年代から使われていた「環境管理」という言葉は、汚染物質の監視や総

量規制、環境基準を達成するための技術的･政策的手段を講じることに使われていた。今日の「環

境マネジメント」は、環境に関する諸活動を計画し、実行し、点検し、見直すといったいわゆる

Ｐ(Plan)Ｄ(Do)Ｃ(Check)Ａ(Action)サイクルを指して使われることが多い。むしろこれのみが強

調されてすぎているきらいもある。筆者の考える自治体の環境マネジメントとは「地域全体を望

ましい環境状態に維持する、あるいは導くために適切な手段を講じること」である。環境マネジ

メントを推進するしくみが環境マネジメントシステム(以下文中ではＥＭＳとする)である。 

－環境マネジメントの構成要素と環境マネジメントツール 

自治体の環境マネジメントは、庁舎内でエコオフィス的な活動をすることにとどまらない。地

域全体の「望ましい環境像」を描き、地域に関係するさまざまな「政策課題」を分析･特定し、個々

の分野ごとに目標やその望ましい水準を示すことを含んでいる。どちらの場合も環境活動や環境

施策を個別バラバラにやるのではなく、組織的、体系的に行うことが求められる。 

環境マネジメントシステムを構築するための手段が環境基本計画やＩＳＯ14001 などである。

筆者はこれらを「環境マネジメントツール」と呼んでいる。どのようなツールを選ぶかは、地域

の望ましい環境像や政策課題よって異なり、さらに環境マネジメントの対象を庁内事務活動にす

るのか地域(地球)全体にするのかによって異なってくる。図に自治体環境政策(環境活動)の熟度

と環境マネジメントツールの関係を示した。 

個別政策の実施 ⇒ 制度･組織の確立 ⇒ 公開と参加
各種庁内アクション ・グリーン購入 ･事務事業評価システム
・昼休みの消灯 ･率先実行計画 ･環境監査
･ノーネクタイ ・環境会計
･裏紙利用

：

↓
地域環境に関わる政策 ･環境基本条例 ･公共事業チェックシステム
・汚染物質排出規制 ･環境基本計画 ･環境政策年次報告･評価
・ごみ分別収集 ･環境優先型土地利用計画 ･参加型計画アセスメント
･公園整備 その他条例･計画･しくみの制定
･焼却場の燃焼方法改善

：
↓

地球環境に関わる政策 ･地球環境保全行動計画 ･ローカルアジェンダ
・太陽光発電 ･温暖化防止対策推進計画
･フロン回収 ･環境を最優先にした総合計画
・熱帯材未使用

：

自治体環境政策(環境活動)の熟度と環境マネジメントツールの関係

庁内事務
活動

地域全体

地球全体

自治体の環境マネジメント

 

第三者認証による環境マネジメントの国際規格であるＩＳＯ14001 は、環境マネジメントの有

効なツールのひとつである。自治体のＩＳＯ14001 認証取得数は 12月 1日現在 33とみられるが、

今年に入り急激に増加する傾向にある。ＩＳＯは優れた環境マネジメントツールであるが、それ

がすべてではない。図に示すように、環境基本計画のほか、ローカルアジェンダ、率先実行計画
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や大気汚染や廃棄物など特定テーマに関する計画、さらには年次報告書や環境会計などさまざま

なものが考えられる。なお、ＩＳＯが図の中にないのは、庁内事務活動だけを対象にすることも

地域(地球)全体を対象にすることもできるからである。 

環境マネジメントシステム構築のポイント 

－まず環境マネジメントシステム導入の目的を明確にする 

ＩＳＯの認証取得を、「環境自治体」としてのイメージアップに使うことは悪いことではない

が、認証を取ること自体が目的になってはならない。ＥＭＳの導入の目的（メリット）は、①職

員の意識改革のため、②行政運営のしくみの改革（事務の効率化、トップダウン型意思決定、目

標管理による行政運営、環境行政の基本政策化など）、③情報公開や市民参加を推進するため、

④事業者や市民のＥＭＳ導入を促進するため、⑤地域･地球の環境保全･改善の推進のため、とい

ったことがよく言われている。最終的には⑤をめざすのは当然であるが、そこに至る第一ステッ

プとして何を目指すかを明確にしておくことが必要である。例えば、環境のことを考えて行動し

ている職員がほとんどいないような職場では、まず①をＥＭＳ導入のメインの目的にしても良い

であろう。 

－目的に応じて環境マネジメントの範囲を考える 

行政組織の活動は、本庁舎や出先等のオフィスにおける活動と、道路整備やごみ収集、下水処

理などの事業活動に大きく分けられる。ＩＳＯの認証を得ようとする場合、審査登録機関は「行

政である以上、事業活動まで含めるべきだ」とおっしゃることもあるようだが、認証取得の範囲

は自治体が自主的に決めるものである。今までＩＳＯの認証取得した自治体のうち筆者が環境管

理マニュアルを入手した自治体をみると[注]、大阪府と海山町がオフィス活動のみであり、埼玉

県や上越市、水俣市などは事業全般を広く取り入れている。また本庁舎のみをＥＭＳの対象にす

るか、出先まで入れるかも、組織の実情によって変わってくる。ＩＳＯを取得した自治体では、

出先は入れているところと入れていないところがあるが、学校については首長の所管でないので

ほとんどのところが除外している。 

範囲を決めたら、ＩＳＯでいうところの環境側面（環境に与える好影響、悪影響）の洗い出し

をしっかり行い、環境配慮や施策の重要度を認識することが必要である。間接的な環境影響を及

ぼす活動については環境影響評価の方法がまだ未確立な点があり、その手法については筆者も研

究中である。 

－個々の環境マネジメントツールの役割や相互関係を明確にする 

既に述べたように、環境基本計画や率先実行計画、ローカルアジェンダなども環境マネジメン

トツールのひとつあり、これらをきちんと運用することでもＥＭＳを構築できる。しかし現実に

はこれらの進行管理がうまくいっておらず、すべての職員に環境意識が浸透するには至っていな

い場合が多く、より強制力の強いＩＳＯを導入する自治体が増えている。ＩＳＯなしでＥＭＳが

機能しそうな率先実行計画を作っている自治体でも、首長の判断でＩＳＯ導入が決まったところ

もある。 

ＩＳＯを取得した自治体の環境マネジメントツールの相互関係をみると、埼玉県や川越市など

では、既に存在する環境基本計画の運用ツールと位置づけ、環境基本計画で設定した数値目標を

ＩＳＯの目的・目標としてそのまま採用している。また水俣市のように、既に存在する環境基本

計画には数値目標がなく、ＩＳＯ取得を機に数値目標を設定した例もある。上越市や板橋区など

では環境基本計画とＩＳＯの取得作業を同時並行的に進め、ＥＭＳの全体フレームを明確にして
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いる。 

このように個々の環境マネジメントツールの役割や相互関係を明確にすることが必要である。

各市町村は温暖化対策基本法に基づき、温室効果ガス削減のための実行計画を作ることも義務付

けられているので、なおさらその必要性が高まっている。 

－首長の陣頭指揮と職員参加で進める 

ＥＭＳの事務局は総務部門が担当するケースもあるが、どちらかというと環境部門が担当する

場合が多い。環境部門は従来力が弱く、他部門が言うことを聞いてくれない場合が多い。ＥＭＳ

の構築作業がはかばかしくない場合、首長や助役が部課長を集めてハッパをかけることが必要だ。

首長は細かい点は抜きにしてもＥＭＳのツボは理解していなければならない。単なるポーズでＥ

ＭＳを構築しようとしているかどうか、首長自身が問われることになる。 

また、各職場で行う具体的な環境活動は、他の自治体のまねではなく、自らの発想で考えるこ

とが必要である。上越市では具体的行動に関する職員提案を募集し、123 の提案があったと聞い

ている。また、環境推進員会議でどんな環境配慮が可能かグループに分かれて検討し発表すると

いったワークショップを開いた自治体もある。多くの職員がＥＭＳの構築作業に参加し、職場に

あった工夫やアイデア出しを行えるような「しかけ」が必要である。 

－環境マネジメントシステムの導入で何かを変える！ 

ＥＭＳの導入は、ただ何となく仕事をしているといった職場風土から、職員ひとりひとりが常

に目標や問題意識をもって仕事をする風土に変えるきっかけを与えてくれる。設定した目標の達

成状況を記録し、報告し、評価し、達成できない場合はなぜできないかを明確にすることをルー

ル化するチャンスである。率先実行計画を策定したりＩＳＯを取得した自治体では、環境推進員

が職場で環境配慮が実施できたかどうかを数十項目にわたって毎日チェックしたり、個人単位で

チェックシートを記入させている例が多い。また公共工事ひとつひとつについて、工事において

どのような環境配慮を行ったか、チェックリストを作って記入しているところもある。日常の活

動をふりかえり、点検する習慣が定着すれば、職場に良い意味での緊張感が生まれてくる。 

一方これを機にごみの分別のしかた、工事のやり方などを根本から見なおすことも必要である。

例えば燃えるごみとして処理していたシュレッダーごみを再生紙にできる業者さんがいないか、

この機会に工場を回って確かめてみると良い。ここが変われば燃えるごみが劇的に減るだろう。 

従来のエコオフィス運動のように「できるところから無理なく実行する」のもすばらしいこと

であるし、またかつての環境基本計画のように、各課の環境施策を一覧表にするだけでも意味が

ある。しかしこれらは自前で十分できることである。もし審査登録機関やコンサルさんにお金を

はらってＥＭＳを構築するのであれば、根本から何かを変えようとする努力を惜しまないで欲し

いと思う。 

 

[注]筆者らはＩＳＯ14001 の認証を取得した自治体の環境管理マニュアルを細かく分析しているので、

必要ならば以下の参考文献を参照していただきたい。 

環境 ISO 自治体ネットワークフォーラム資料集（有償配布） お問い合わせは環境自治体会議事務

局まで（Tel 03-3263-9206） 
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11.フロンの回収･破壊
12.熱帯材の使用削減
13.自然エネルギー/排熱･冷熱エネルギー等の導入 行政運営のしくみ
14.電力等ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量の削減

15.自転車道路、パークアンドライドシステムなどの導入 事務･事業のための指針や手順書作成

16.低公害車の導入・普及 環境関連の法令を遵守して事務事業を実施

21.雨水の浸透・貯留 職員のための環境研修･環境教育の定期的実施
22.清流・湧水の保全 庁内の省エネ･省資源の推進状況の点検･見直しのしくみ確立

気候変動 23.生活排水･農業排水処理の徹底 行政が企業の環境管理システムの手本を示す
オゾン層減少 24.自然とふれあえる水辺の整備 環境政策に関する定量的な目標設定
酸性化 25.水道使用量の削減 大気、水、自然等の地域の環境状況の現状把握
砂漠化･干ばつ･塩水化 26.水源保全条例などの制定 各部門の環境関連施策･事業把握、点検と見直しのしくみ確立
外洋･沿岸域汚染 27.バイオ利用による水質浄化 首長の指示により環境政策の推進や見直し
淡水資源の枯渇 31.緑地の保全･創造 環境状況の将来予測や政策ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ実施
土地資源・鉱物資源の枯渇 32.環境保全型の土地利用 他部門の政策との環境政策との論理的整合性
エネルギーの枯渇 33.天然林の保全と育成 費用対効果の高い政策が選択されるしくみ
森林資源の枯渇・森林破壊 34.緑地(農地)保全のための税制優遇措置などの検討 第３者による客観的な環境政策ﾁｪｯｸ･評価を行うしくみ
漁業資源の枯渇 35.野生生物の生息状況調査、保護策の実施 環境質改善への政策寄与度を測れる環境指標導入
農業環境の悪化 41.農薬･化学肥料の削減 グローバススタンダードに沿った政策推進
生物多様性の減少 42.廃棄物の再生･資源化 民間経営的な発想で行政運営がなされている
希少生物の絶滅 43.ﾘｻｲｸﾙ素材による製品の利用 住民苦情に対し迅速かつ均一に対応するしくみ確立
陸域生態系の破壊 44.有害化学物質(ﾀﾞｲｵｷｼﾝ等)の排出状況の把握 環境情報や政策決定過程に関する情報公開
海洋の破壊 45.ビニル類･生ごみ等の分別収集 市民のニーズを政策決定に反映する具体的なしくみ確立
内水面・湿地の破壊 71.貴重な景観･音風景の保全 市民が提示した将来方向を基づき、政策決定するしくみの確立
自然景観の破壊 72.環境に配慮した住宅・建築への支援・助成 市民生活の最低水準の政策目標化
大気汚染･都市の熱汚染 73.都市景観の保全･創造のしくみ 地域の将来の環境像の明確化
有害化学物質による健康影響 79.その他の景観・建築関連施策･事業･制度 地域環境の許容限度範囲内での都市活動の管理･抑制の目標化
食品・飲料水の安全性確保 81.自然体験学習･自然観察調査等の実施 地球環境保全･持続的発展の観点からの地域制約条件が定量化
水質汚濁･富栄養化 82.学校での環境学習の実施
廃棄物処理の困難さ 83.公民館等生涯学習の場での環境学習の実施
人為的事故発生の未然防止 84.環境保全活動を行う団体の支援･助成制度

土壌汚染･土地劣化･地盤沈下 85.講演会･ワークショップの開催
自然災害の発生 89.その他の環境学習関連施策･事業･制度
交通の安全･快適 91.地域情報･環境情報の市民への提供
騒音･近隣公害 92.住民の自主的な地区環境保全協定の支援
日照の確保 93.行政の意思決定プロセスの公開
ゆとりある空間の確保 94.公募市民委員を入れた委員会や市民会議の設置
水辺とのふれあいの確保 95.環境美化･ごみゼロ運動･集団回収
自然･生物とのふれあいの確保 96.緑化運動･緑地保全運動
街並みの美しさの確保 97.水質浄化運動

99.その他の市民参加関連施策･事業･制度

地域
環境

望ましい環境像

地
球･
広域
環境

資源

自然
環境

廃棄
物・化
学物質

都市環
境

環境学
習

市民参
加

施策の例

水環境

緑地・
自然

政策課題

地球・
大気環
境

環境マネジメントツールC

環境マネジメントのツール

グリーン購入(環境に配慮した商品購入)
環境保全型･環境低負荷型ゾーニング
環境状況や環境政策年次報告
環境優先型総合計画
温暖化防止対策実行計画
ローカルアジェンダ
事務事業評価システム
環境会計
環境監査
地域環境指標によるチェックシステム  
公共事業評価システム
計画段階からの環境アセスメント
市民・事業者行政の相互チェックシステム
環境基本条例
民間開発に対する環境配慮制度

率先実行計画
環境基本計画
ＩＳＯ14001

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ツ
ー

ル
A

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ツ
ー

ル
B

 

 

環境マネジメントシステムの構成要素とそのモデル例 

 

施策の例のところの頭についている２桁の数字はいりませんので、カットしてください。例：11.フロンの回収･破壊→フロンの回収･破壊 
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主要自治体の環境マネジメントシステムの構成 

埼玉県 三重県 大阪府 大分県
千葉県
白井町

東京都
板橋区

世田谷
区

新潟県
上越市

大阪府
豊中市

大分県
日田市

熊本県
水俣市

環境都市宣言･ 憲章等 ○92 ○96 ○93 ○93 ○92
環境基本条例 ○94 ○95 ○94 △ ○94 ○96 ○95 △ ○93
環境基本計画 ○96 ○97 ◎96 ○98 ◎96 ○96 ○98 ○99 ○96
庁内の率先実行計画 ○97 ○97 ○94※2 ○96 ○97 ○97 △
ＩＳＯ14001 ○99 △ ○99 ○99 ○98 ○99 ○98 ○99 ○99
ローカルアジェンダ ○97 ○94※1 ○94 ○99
環境行動・配慮指針 ◎96 ○97 ○99 ○97※3

民間開発の環境配慮制度 ○95 ○93
事務事業評価システム ○98 △
○導入済み（導入年度)　　△策定中･検討中　　◎一度以上改訂している、または以前にも類似ののもがあった

※1　実質的にはローカルアジェンダというより地球環境保全計画である

※2　地球環境保全計画という名称である

※3　地区環境協定という名称である

 

 

 


